
 

Ⅱ 実現に向けた施策 

１．在宅サービス 

 

【施策の方向性】 

障がいのある人が、地域で安心して暮らしていけるよう、個々の障がいのある人のニーズ

や実態に応じて、居宅介護などの訪問系サービスの提供や短期入所、日中活動の場の確保な

ど在宅サービスの充実を図っていきます。 

重度障がいのある人が、地域で継続した生活を送れるよう、重度訪問介護や生活介護の充

実などに取り組んでいきます。 

障がいのある人の高齢化の進展が一層見込まれることから、今後の対応として、高齢にな

っても、必要とされるサービスを安定して利用できる仕組みを検討のうえ、ケアマネジャー

との連携のための方策などに取り組んでいきます。 

【現状・意見】  

＜◇障がい者生活実態調査＞ 

◇障がいのある人は「家族や親戚から介助・支援を受けている」割合が高く、介助・支援は、

家族が中心となって担っています。 

◇介助者・支援者の健康状態は「体力に不安がある」が多く、通院で精神医療を受けている

人や重複障がいがある人の介助者や支援者は、他の障がいのある人に比較して高齢化が進

んでいます。 

◇親なき後の不安に関する意見が多く寄せられています。 

◇知的障がいのある人は、長期的に家族などからの介助が受けられない場合の介助・支援サ

ービスが課題となっています。 

◇通院で精神医療を受けている人は、一人暮らしをしている割合が他の障がいのある人に比

べて多く、将来の「在宅サービスを利用したい」割合が高くなっています。 

◇発達障がいのある人は、一時的に家族などの介助を受けられない場合、介助・支援サービ

スなどが受けられないことがあり、頼み先がない状況となっています。 

＜○地域自立支援協議会 ◎障害者施策推進協議会での意見＞ 

○障がいのある人や介護者の高齢化により、介助・支援が難しくなっています。 

○障害福祉サービスの事業所数は増えていますが、重度障がいのある人に対応できる事業所

や、高次脳機能障がいに対応できる施設、夜間支援が必要な障がいのある人の受け入れが

できる事業所が少ない状況です。 

◎福祉サービスを担う人材の充実および人員体制を拡充するための支援が求められていま

す。 

◎障害福祉サービス事業所の質の確保のため、行政による指導・監査の体制を強化していく

ことが求められています。 

◎高齢福祉サービスとの連携のために、ケアマネジャーとの連携および障がい理解の促進が

求められています。 

◎介護保険に基づく事業所の利用を推進していく必要があります。 
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障がいのある人だけでなく家族の高齢化も見据え、親なき後の安心を確保するため、障が

いのある人が、必要なサービスを利用しながら地域で暮らしていけるよう、高齢化・重度化

にも対応できる支援体制づくりを進めていきます。 

 また、身体障がいや知的障がい、精神障がいのある人（発達障がいのある人を含む）に加

えて、難病のある人が、在宅で療養する場合は、ホームヘルプサービスや日常生活用具の給

付などを通して支援していきます。 

(1)訪問系サービス 

 

地域での暮らしを支える訪問系サービスについては、ホームヘルプ

や、重度の障がいで行動上著しい困難を有し常時介護を要する人のた

めの重度訪問介護などがあります。個々のニーズの把握につとめ、個

別の生活状況に応じたサービスの提供ができるよう、引き続き、適切

な支給決定及び運用に努めます。 

(2)日中活動系サー 

ビス、短期入所 

 

①生活介護 

重度障がいのある人の日中活動の場として、常時介護を要する人へ

の入浴・排せつ・食事の介護などを行う生活介護の充実が必要です。

特に重度障がいのある特別支援学校卒業生のニーズに対応できるよ

う、生活介護事業所を確保していきます。 

また、重症心身障がい者が利用できるような事業を、在宅障害者福

祉センターを中心に重症心身障害者日中活動支援事業として実施し

ていますが、必要に応じて生活介護事業所への運営費助成を実施し、

受け入れ可能な事業所を拡充していきます。 

 ②短期入所 

 一時的に家族などの介助が受けられない場合や、家族のレスパイト

として、スムーズに短期入所が利用できるよう、施設の転活用を実施

するなどで、事業者を増やしていきます。また、医療的ケアの必要な

重度障がい者が利用できる短期入所事業所の整備にも努めます。 

(3)障害福祉サービ

ス事業所の質の

確保 

 障害福祉サービス事業所が増加しているなか、事業所の運営の適正

化や不正・虐待などを未然に防止し障害福祉サービス事業所の質の確

保を図るため、事業所への指導・監査に取り組んでいきます。 

(4)日常生活用具 

 

障がいのある人や子どもなどの日常生活の利便を図るため、日常生

活用具費の支給を実施しています。今後も当事者の状況に合わせ、内

容の充実を図っていきます。 

(5)発達障がいのあ 

る人への対応 

 

①障害者手帳の交付 

個々の発達障がい児（者）の状況に応じ、社会生活の困難度などを

配慮した適切な障害者手帳の交付を行っていきます。療育手帳につい

ては、広汎性発達障がいの場合は、境界域の知的能力であっても、社
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会生活の困難度を考慮した手帳交付を行います。 

 ②支援事業の充実 

発達障がいのある人の特性に着目した日常生活や就労・社会生活訓

練など当事者支援やペアレントトレーニングを始めとした家族支援、

発達障がいに係る専門家による研修会などの支援者支援事業実施に

より、支援の充実を図っていきます。 

(6)難病のある人へ

の対応 

 

 障害者総合支援法に定める障がい者の対象に難病等が加わり、身体

障害者手帳の有無に関わらず必要と認められた障害福祉サービスな

どの受給が可能となったことから、難病のある人に対し、ホームヘル

プサービスや日常生活用具などの給付などを通じて引き続き支援し

ていきます。 

(7)高齢化や重度化

への対応 

 

①親なき後への対応 

 障がいのある人の高齢化や重度化に伴い、障がいのある人の親なき

後の不安を解消する取り組みが必要となっています。親なき後も地域

で安心して暮らしていけるよう、サポートを受け安全で安心して暮ら

せるグループホームなどの住まいの確保とともに、日中活動の場をは

じめとした障害福祉サービスの充実に努めていきます。 

 ②高齢福祉サービスとの連携 

区役所の相談窓口や障害者地域生活支援センター、計画相談支援を

行う特定相談支援事業所と、介護保険の地域包括支援センター・居宅

介護支援事業所などが相互に円滑な連携を図り、介護保険の適用後も

安定して在宅生活を継続できるよう支援していきます。 

介護保険の適用後においても、高齢の障がいのある人にとって必要

とされる居宅介護や重度訪問介護などのサービスについては、個々の

事情に応じて利用できる仕組みを検討していきます。また、ケアマネ

ジャーの障がいに対する理解促進に努めます。 

 ③障害福祉サービス事業を併設した介護保険施設などの整備 

65 歳に到達した障がいのある人は、介護保険による保険給付が適用

されることから、介護保険に基づく事業者に高齢の障がいのある人へ

の配慮を求めていきます。また、介護保険施設などに障害福祉サービ

ス事業の併設を促進していきます。 
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２．保健・医療 

 

【施策の方向性】 

障がいのある人が地域で安心して暮らせるよう、障がいに関する専門医療の提供、医療

的ケアの必要な障がいのある人への医療の提供、急発・急変時における医療体制の充実お

よび医療アクセス権の担保など、保健・医療提供体制を確保していきます。また、障がい

の原因となる疾病の予防や障がいの早期発見に努めます。 

医療的ケアの必要な障がいのある人が利用できる医療関係や障がい福祉関係の情報を収

集しコーディネートできる仕組みを検討するなど医療と福祉の連携を推進し、リハビリテ

ーションの充実やこころの健康づくりを推進します。 

(1)保健の充実 ①障がいの早期発見 

乳幼児健康診査、学校における健康診断などの適切な実施により、

早期に適切な支援が受けられるよう障がいの早期発見に努めます。 

 ②障がいの原因となる疾病の予防 

生活習慣病や感染症などに関する健康教育や健康こうべ 2017 に

基づく市民の健康づくりなどを通じ、引き続き、循環器疾患・糖尿

病など障がいの原因となる疾病の予防に努めます。 

 ③こころの健康づくり 

 社会の複雑化・高ストレス化によりうつ病などの精神疾患にかか

る人が増えており、自殺の大きな要因ともなっています。市では、

自殺対策にかかる基本計画である「神戸いのち大切プラン」に基づ

き、うつ病などの精神疾患の早期発見、早期受診のための正しい知

識の普及啓発、神戸 G-P ネットワーク（神戸市医師会、兵庫県精神

【現状と意見】 

＜○地域自立支援協議会 ◎障害者施策推進協議会での意見＞ 

○医療と福祉の連携は、十分とは言えない状況であり、医療側と福祉側が各々の制度を知り

あえるような、横のつながりを図る仕組みづくりが求められています。 

◎障がいがあることにより診療を断られるという事例をなくし、地域で診療が受けられるよ

うにしていく必要があります。 

◎入所施設における医療の提供については、施設事業者は嘱託医を置かなければサービス報

酬が減算され、嘱託医は診療報酬が請求できず施設からの報酬のみという制度上の問題か

ら引き受け手がいないなど、医療と福祉の連携が困難な状況であり、連携を進めていくこ

とが求められています。 

◎障がいのある人が、病気や症状に合わせて医師を選ぶことのできる医療アクセス権を担保

することが求められています。 
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科病院協会、兵庫県精神神経科診療所協会による、かかりつけ医と

精神科医の連携システム）の推進など、自殺予防情報センターを中

心に自殺対策を総合的に推進する中で、うつ病対策にも取り組んで

いきます。 

 平成 28 年に向けて、平成 21 年の自殺者数を 20％以上減らしてい

きます。また、子どもの自殺をなくすための取り組みを進め、重点

対策として、若者の自殺予防、自殺未遂対策を強化します。 

 ④相談 

・保健相談 

区保健福祉部では、今後も引き続き障がいのある人とその家族が

気軽に相談できる体制を維持します。 

 ・こころの健康センター 

区だけでの対応が困難な事例に対して、専門的助言を行うほか、

思春期、アルコール・薬物関連などの専門的な相談の充実を図りま

す。 

 ⑤リハビリテーション 

障がいのある人が必要なリハビリテーションを受けられるよう医

療機関や関係機関との連携を図ります。 

在宅障害者福祉センターにおいて身体障害者機能訓練事業を実施

するほか、生活介護事業所での機能訓練の実施など、重度障がいの

ある人が必要な機能訓練を地域の中で継続して受けることができる

よう支援します。 

(2)医療の充実 ①医療提供体制の確保 

 医療資源の適正配置、救急医療の安定確保など障がいのある人も

含めすべての市民が安心して暮らせる医療提供体制の確保に努めま

す。 

 ②障がいに関する専門医療 

 総合・西部療育センターでは、障がいに関する診断や専門的医療

を提供します。 

 ③歯科医療 

こうべ市歯科センターでは、障がいのある人など地域の歯科診療

所では治療困難な人を対象に、後送病院である西市民病院と連携し、

全身麻酔や鎮静法などの高度な医療をより安全な治療体制で提供す

ることによって障がいのある人などの歯科口腔衛生の向上を図って

おり、障がいの特性に応じた歯科診療を行います。 
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 ④急発・急変時における精神科医療体制など 

精神障がいのある人がいつでも安心して暮らせるよう、急発・急

変時における精神科医療体制を充実します。また、精神科病院に入

院加療中の患者が身体疾患を併発した場合の対策病床を引き続き確

保します。 

 ⑤医療費などの助成 

自立支援医療については、神戸市独自の利用者負担の軽減を実施

し、障がいのある人に不可欠な医療面の支援を行います。また、重

度障害者医療費助成や指定難病医療費助成や小児慢性特定疾病医療

費助成など引き続き医療面の支援を実施し、区の窓口などで制度の

周知に努めます。 

 ⑥医療と福祉の連携など 

障がいの重度化・重複化の傾向に対応した障がい児施設と医療機

関との連携や、特別支援学校での医療的ケアの実施に対する支援な

ど、引き続き医療と福祉･教育の連携を充実させます。 

また、精神障がいのある人や医療的サービスの必要な人について

は、地域での生活を続けることができるよう、引き続き医療と福祉

の連携を図っていきます。 

 ⑦重症心身障がい者などに対する医療福祉などのコーディネート 

重症心身障がい者などが利用できる医療関係資源や障害福祉サー

ビス事業の情報を収集し、必要時に情報提供やコーディネートでき

る仕組みを検討します。 

 ⑧補装具費の支給 

 身体障がいのある人や身体障がいのある子どもの失われた身体機

能を補完または代替する補装具費にかかる費用を支給します。また、

20 歳未満の人の補装具費について、利用者負担の軽減を引き続き行

います。 
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３．安全な居住環境 

【現状と意見】 

＜◇障がい者生活実態調査＞ 

◇障がいのある人が災害時に困ることは、「避難場所の設備や生活環境が不安」が多く、

福祉避難所の周知が必要です。 

◇災害時に「一人で避難できない」人のなかで、家族以外の支援者がいない人の割合は、

半数程度となっており、支援者の確保など地域の協力が必要です。 

＜○地域自立支援協議会 ◎障害者施策推進協議会での意見＞ 

◎市営住宅のエレベーター設置や障がい者向けの公営住宅の整備など、住環境のバリアフ

リー化が求められています。 

○災害や感染症が発生した時の要援護者への支援体制を整備する必要があります。 

○支援者の災害時対応の訓練も十分にはできていない状況です。 

◎災害時における障がいのある人の避難場所の確保が求められています。 

◎災害時の支援について、要援護者名簿に名前の載らない難病のある人や、外見からは分

からない内部障がいのある人などについても、迅速かつ安全な避難や避難生活などに対

する支援について検討していく必要があります。 

 

【施策の方向性】 

 障がいのある人の自立と社会参加を支援し、誰もが安全で安心して暮らすことができる

よう、住宅のバリアフリーのための助成や相談、市営住宅におけるバリアフリー化を進め

ます。 

障がいのある人が、地域社会において安全・安心に生活することができるよう、日ごろ

からの防災活動や緊急時の情報提供などを実施し、「神戸市における災害時の要援護者への

支援に関する条例」にもとづき、地域における災害時要援護者支援の取り組みの推進と福

祉避難所などにおける支援の充実に努めていきます。 

(1)住環境のバリア

フリー化 

①バリアフリー化の推進 

個人の住宅のバリアフリーのための助成及び貸付や共同住宅バリ

アフリー改修補助事業（共用部分）を行い、住まいのバリアフリー

化を推進します 

市営住宅においては、エレベーターの設置や敷地内通路の段差解

消などによりバリアフリー化を進めます。建て替えを行う市営住宅

においては、住戸内外の段差解消など様々な人に優しいユニバーサ

ルデザインに配慮した仕様での整備を行うとともに、車椅子常用世

帯向けの住戸を確保していきます。 
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 ②住まいに関する相談 

 神戸市すまいとまちの安心支援センター（すまいるネット）にお

いて、バリアフリー化など住まいに関する様々な相談に対応します。 

(2)防災対策 ①防災活動 

 防災福祉コミュニティにおける防災活動、福祉活動などを通じて、

障がいのある人が安心して地域で暮らしていける環境づくりを支援

します。日ごろの防災訓練や防火への指導、防災拠点での備蓄用品

などについても、障がいのある人をはじめ様々な人に配慮していき

ます。 

 ②緊急時の情報提供 

緊急時に携帯電話のメールによる災害情報などの提供を行うひょ

うご防災ネットの普及など情報伝達手段の整備を図ります。また、

情報アクセスの困難な障がいのある人へ緊急情報が確実に届くよう

に配慮していきます。 

 ③災害時など要援護者への対応 

神戸市における災害時の要援護者への支援に関する条例にもとづ

き、地域における災害時要援護者支援の取り組みの推進と、拠点的

機能を持つ福祉避難所の充実などの災害対応力の強化を図ります。 

また、区自立支援協議会では、日頃から地域への障がい理解のた

めの啓発活動や、声かけ、防災訓練への参加など、障害者手帳の有

無に関わらず、要援護者支援の取り組みも進めていきます。 

 ④事件・事故などの心のケア 

 大きな事件・事故や災害が起きた場合に、心のケアに取り組みま

す。 
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４．相談 

【現状と意見】 

＜◇障がい者生活実態調査＞ 

◇自宅・地域で生活するために、「安心して利用できる相談員や相談窓口があること」を必

要としている割合が高く、障がいのある人が地域で暮らす時に生じる様々な問題を手助け

する身近な相談窓口が求められています。 

◇通院で精神医療を受けている人や発達障がいのある人は、「安心して利用できる相談員や

相談窓口があること」が、他の障がいに比較して高くなっています。 

＜○地域自立支援協議会 ◎障害者施策推進協議会での意見＞ 

○障害者手帳や障害福祉サービスの申請受付や支給決定を行う区役所の役割は重要です。 

○障害者地域生活支援センターは、計画相談支援の創設や利用者の増加などに伴い業務が増

えています。 

○障害者地域生活支援センターが十分にその業務が行なえるようにしていく必要がありま

す。 

○特定相談支援事業所や一般相談支援事業所が少なく、特定・一般相談支援事業所数の充実

に向けた取り組みが必要です。 

◎障害者地域生活支援センターなどに当事者の立場に立って支援ができるよう、ピアカウン

セラーの配置が求められています。 

◎ひきこもりの人に対する支援の充実が求められています。 

◎統合的、包括的な相談体制の整備が求められています。 

 

(1)相談窓口の充実 ①区役所 

市民に身近な相談窓口として区役所保健福祉部があり、広く障がい

に関する相談を受け付け、必要な情報提供を行い、各専門機関につな

【施策の方向性】 

障がいのある人の自己決定を尊重して、身近な地域で必要な情報や相談支援を受けること

のできる体制を充実し、一人ひとりのニーズを把握し、ニーズに応じた個別支援を行います。 

身近な相談窓口として、区役所や障害者地域生活支援センター、発達障害者相談窓口、障

害者就労推進センターなどの相談支援内容を充実していきます。 

 専門相談窓口として、障害者更生相談所・こころの健康センター・発達障害者支援センタ

ー・療育センター・こども家庭センターなどが、それぞれの役割に応じ、障がいのある人の

相談支援を行っていきます。 

障がいのある人からの相談における様々な課題は、ひとつの機関だけで解決できないもの

も多いため、相談窓口相互の連携やサービス提供事業者などとの連携を図っていきます。 

障がいのある人とその家族などが地域で生活できるよう、家族の負担感や孤立感の軽減を

図るため、相談支援の充実を図ります。 
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ぐ機能を果たします。また、職員の知識向上を図るとともに、各機関

と連携して適切に対応していきます。 

 ②障害者地域生活支援センター 

障がいのある人が、地域で暮らすときに生じる様々な課題を共に考

え、解決の手助けや情報提供を行う身近な相談窓口として市内 14 か

所に設置した障害者地域生活支援センターにおいて、当事者の立場に

立った相談支援を充実していきます。 

また、区と協力し、地域の特定相談支援事業所や区社会福祉協議会

など様々な相談機関とのネットワーク構築と連携強化を図る区域に

おける基幹的な機能を充実します。 

 ③基幹相談支援センター 

 平成 24 年度に立ち上げた基幹相談支援センター（１か所）におい

て、各障害者地域生活支援センターや市内相談支援事業所を統括・後

方支援し、相談支援機関の連携を図るための調整や研修などの実施に

より、市全体の相談支援体制の強化・充実に努めます。 

 ④発達障害者支援センター 

発達障害者支援センターは、発達障がい支援における各関係機関の

ネットワークの構築を行いながら、相談支援、当事者・家族支援、関

係機関職員など支援者支援、普及・啓発事業を行っています。引き続

き、専門的な相談機能の充実など、積極的に各事業に取り組んでいき

ます。 

 ⑤発達障害者相談窓口 

発達障がいのある人の相談は、市内 4か所の発達障害者相談窓口で

行っています。 

相談支援体制の充実にあたっては、平成 25 年度より順次、各相談

窓口の相談員体制を 1名から 2名に拡充し、関係機関への同行支援が

図れるようにしました。また、専門家による研修など実施により、相

談員の一層のスキルアップを行い、専門的相談機能の充実を引き続き

図っていきます。 

また、思春期・青年期世代の発達障がいのある子どもの相談につい

ても取り組んでいきます。 

 ⑥障害者就労推進センター 

障がいのある人の就労に関する相談は、市内 4か所の障害者就労推

進センターで行っており、平成 26 年度より、地域障害者就労推進セ

ンター3か所に、①障がい特性に配慮した相談支援や職場定着支援を
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行う「精神・発達障害者就労支援員」、②中小企業における就労機会

の拡大を図るための「しごと開拓員」を増配置しています。 

この体制により、障がいのある人・雇用事業主へのサポート内容の

充実を図り、地域の福祉・医療機関やハローワーク、特別支援学校な

どとネットワークを構築し、情報提供や意見交換を含め連携を図りな

がら、障害者手帳の有無にかかわらず、「働きたい」「働きつづけた

い」障がい者の就労相談や職場開拓、職場定着支援に、より一層努め

ていきます。 

また、働く障がい者が憩い集う居場所の運営も引き続き行い、職場

定着を支援します。 

 ⑦こころの健康センター 

区だけでの対応が困難な事例に対して、専門的助言を行うほか、思

春期、アルコール・薬物関連などの専門的な相談の充実を図ります。 

また、「自殺予防とこころの健康電話相談」として、精神障がいを

含め、自殺予防とこころの健康についての相談に応じていきます。 

 ⑧ひきこもり地域支援センター 

障がいの有無にかかわらず、ひきこもりの方の相談支援を行うた

め、ひきこもり地域支援センター「ラポール」を設置しています。ま

た、ひきこもりサポーター養成など、今後もひきこもりへの支援者（理

解者）を増やし、ひきこもり状態にある人の自立を支援します。 

 ⑨障害者虐待防止センター 

 障害者虐待防止センターでは、障害者虐待に関する相談・通報を受

け付け、区役所や障害者地域生活支援センターで、障がい者本人や養

護者に対する支援を行っていきます。また、施設従事者などや使用者

による虐待防止のため、指導・研修や啓発に努め、支援者が虐待に対

する支援を行うにあたり専門的なアドバイスを受けることができる

仕組みなど、虐待防止体制の拡充について検討していきます。 

 ⑩様々な障がいなどに配慮した専門相談 

 視覚や聴覚に障がいのある人に配慮した専門相談体制の充実に努

めるとともに、各相談機関との連携による、きめ細やかな支援を行え

るよう検討していきます。 

 難病のある人やその家族からの病気や療養生活に関する相談につ

いて神戸難病相談室で応じていきます。また、高次脳機能障がいのあ

る人については、兵庫県と連携して支援を行っていきます。 
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 ⑪その他の公的機関 

 その他の専門的な相談窓口として、障害者更生相談所・在宅障害者

福祉センター・総合療育センター・こども家庭センターなどの公的機

関が、それぞれの役割に応じて引き続き障がいのある人の相談支援を

行っていきます。 

 ⑫心身障害福祉センター・こころの健康センター・発達障害者支援セ

ンターの連携 

 精神障がい者・発達障がい者への支援の拡大、専門職員の連携によ

る区役所保健福祉部や発達障がい者の相談窓口の後方支援など、３セ

ンターの連携を強化し、相談体制の充実を図ります。 

 ⑭生活の安定に向けた支援 

 各区に設置した自立相談支援窓口（くらし支援窓口）や地域福祉ネ

ットワーカーを中心として、関係機関などと連携し、社会資源や地域

ネットワークを活用することにより、生活困窮者の早期発見に努める

とともに、包括的・継続的な相談支援を行っていきます。 

(2)ネットワーク化 ①相談支援体制の重層化 

障がいのある人の抱える様々な課題は、ひとつの機関だけで解決で

きないものも多いため、区役所や障害者地域生活支援センターや特定

相談支援事業所を核として、身近な相談については身体障害者福祉相

談員や知的障害者相談員、精神障害者相談員などが対応し、障がいの

ある人がどこに相談しても、各関係機関が連携し、適切な機関へとつ

なぎ、支援を受けられるよう、相談窓口相互の連携や、相談窓口と具

体的なサービス提供事業者などとの連携の充実を図り、重層的な相談

支援体制の構築を進めていきます。 

 ②区を単位とした地域に密着した連携 

区自立支援協議会は、相談支援をはじめ地域の障がい福祉につい

て、中核的な協議の場として位置付けられています。地域での支援体

制としては、各区に設置された区自立支援協議会を中心に区を単位と

した地域に密着したネットワークを構築していきます。 

ネットワーク構築に当たっては、障害福祉サービスを提供する事業

所などとともに、地域活動の担い手である民生委員・自治会・婦人会・

ボランティア・障がい当事者などの参画をさらに推進していきます。 

また、障がいのある人が、身近な場所で生活面や就労面を含めた福

祉サービスへのアクセスをしやすくするため、障害者地域生活支援セ

ンター、発達障害者相談窓口、就労推進センターの連携を進めていき

ます。 
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(3)計画相談支援・

地域相談支援 

 

 障害者総合支援法に基づく計画相談支援や地域移行支援・地域定着

支援を行う地域相談支援においても、障害福祉サービスの利用を希望

する人などに対して、個別の状況把握や必要な情報提供、助言などの

基本相談に対応します。 

(4)ニーズに応じた

個別支援 

 

計画相談支援を行う特定相談支援事業所や各障害福祉サービスを

提供する事業所などが、一人ひとりのニーズを把握し、支援の目標を

共有した上で、サービス利用計画や個別支援計画に基づき、総合的か

つ一貫性をもったサービスの提供を行うとともに、障がいのある人の

生きがいや意欲を高めていくように支援します。 

また、学校や施設など障がいのある人のライフステージに変化があ

った場合は、切れ目のない一貫した支援が可能となるよう、個人情報

に配慮しながら必要な情報を提供していきます。 

(5)事業者・人材の

確保 

障害福祉サービスの利用を希望する障がいのある人が、計画相談支

援を行う特定相談支援事業所を選択し、サービス利用支援などを円滑

に提供されるよう、市内の特定相談支援事業所や地域相談支援を行う

一般相談支援事業所などの確保に努めていきます。 

特定相談支援事業所向けの研修を実施するなど、計画相談支援に関

わる相談支援専門員の資質の向上に努めます。 
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５．情報アクセス・コミュニケーションの保障 

【現状と意見】 

＜◇障がい者生活実態調査＞ 

◇障がいのある人は、福祉サービスの情報を市の広報紙やパンフレット、各区保健福祉部な

どから得ている割合が高くなっています。 

＜○地域自立支援協議会 ◎障害者施策推進協議会での意見＞ 

○手話通訳の派遣は増えてきていますが、要約筆記の派遣は依然少ない状況です。 

○手話言語条例が制定されたことも踏まえ、手話通訳だけではなく筆談による支援も広く周

知し、協力が得られるようにしていくことが求められています。 

◎手話言語条例が施行されていますが、周知が徹底されておらず、イベントなどで手話通訳

が配置されていないことがあります。主催者は手話通訳を配置したくても資金面などで困

難な場合があり、より積極的な支援が求められています。 

◎手話通訳者の派遣について、イベントへの配置だけでなく、開催するにあたって行う会議

などについても支援を検討することが求められています。 

◎点字対応や盲ろう者へのコミュニケーション支援、知的や言語障がいのある人への通訳が

できる人材の派遣などさらなるコミュニケーション支援が必要です。 

◎中途で聴覚障がいとなった人に対し、磁気ループの設置などの支援が求められています。 

 

【施策の方向性】 

手話への理解の促進と手話の普及、ろう者及びろう者以外の者が共生する地域社会の実現

を目的に、神戸市みんなの手話言語条例（平成 27 年 4 月）が施行され、また、障害者差別解

消法に基づく基本方針で、合理的配慮を的確に行うための環境整備として、意思表示やコミ

ュニケーションを支援するための人的支援、情報アクセシビリティ（利用のしやすさ）の向

上に努めていくものとされています。 

障がいのある人が必要な情報へのアクセスを円滑にでき、情報へのアクセス保障に不可欠

な、障がいのある人にあった言語やコミュニケーション手段の確保に努め、意思表示やコミ

ュニケーションを行うことができるようにしていきます。 

(1)情報アクセス ①相談窓口の連携・アクセス向上 

各相談窓口の連携を進め、障がいのある人が、身近な場所で福祉サ

ービスへアクセス（到達）しやすくします。 

また、多様な関係機関・関係者の分野を越えた地域福祉の重層的ネ

ットワークの構築により、様々な課題などを抱える障がいのある人が、

必要な情報へアクセスしやすくなるようにしていきます。 

 ②ＩＣＴの活用 

情報提供にあたっては、広報刊行物だけではなくインターネットや

電子メールなどＩＣＴ（インフォメーション・コミュニケーション･テ
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クノロジー）の活用を図っていきます。 

そのため、日常生活用具費支給事業による情報・通信支援用具（パ

ソコン周辺機器・ソフトウェア）を支給していきます。 

 ③点字化・音声化など 

 障がいのある人に確実に情報を届けるため、「障害者福祉のあらま

し」などで実施している点字化･音声化に加えて、「障害福祉サービス

制度の案内」など、市の障がい福祉に関する広報物への音声コードの

添付などを進めていきます。また、障がいの特性に合った情報提供が

できるようルビを付けたり、イラストを用いたわかりやすい表現を工

夫するなどの取り組みも進めていきます。 

 ④点字図書館 

視覚障がいのある人については、市立点字図書館において、点字図

書や点字資料、デイジー図書の閲覧や貸し出し、読み書きサービス、

広報紙「ＫＯＢＥ」点字版・テープ版の発行、公文書の点字化などの

サービスを行っていきます。 

市立点字図書館や市立図書館における対面朗読サービスや、区役所

窓口で受け付けている点字図書給付の実施により、視覚障がいのある

人の情報アクセスを支援していきます。 

地域における啓発・福祉体験活動の実施とともに、市立点字図書館

における視覚障がい者用機器の相談や講習会を充実していきます。 

 ⑤聴覚障害者情報センター 

 聴覚障害者情報センターを兵庫県と神戸市が協力して運営し、手話

通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員の派遣および養成な

ど、聴覚障がいのある人のコミュニケーションを支援する事業や、聴

覚障がいのある方に向けた字幕や手話入りビデオカセットの貸出事

業、磁気ループの活用などの実施により、聴覚障がいのある人の情報

アクセスを支援していきます。 

 ⑥市政情報の提供・申請などへの配慮 

移動が困難な障がいのある人の情報アクセスが容易になるよう、各

種手続きの電子申請の推進やＩＣＴの活用を進めていきます。 

(2)コミュニケーシ

ョン支援 

 

障がいのある人とない人の交流を促進するよう、障がいのある人に

あった言語やコミュニケーション手段の確保に努めていきます。 

手話通訳者、要約筆記者やガイドヘルパーの養成、ＩＣＴの活用を

通じて、必要なコミュニケーション手段の確保・向上を図っていきま

す。 
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①神戸市みんなの手話言語条例 

 神戸市みんなの手話言語条例（平成 27 年 4 月施行）に基づき、ろう

者のコミュニケーション手段である手話に対する理解を促進し、手話

の普及に努めます。 

また、条例に基づき策定する施策の推進方針をふまえ、手話啓発講

座や手話通訳者の派遣要件の検討などの手話に関する施策を総合的か

つ計画的に推進します。 

②手話以外のコミュニケーション支援 

 手話以外でも、聴覚障がいのある人については要約筆記やＩＣＴの

活用促進、盲ろうに対する盲ろう者向け通訳介助員派遣、視覚障がい

者へのトータルサポート事業における相談支援など、コミュニケーシ

ョンを支援する施策の充実に努めます。 

(3)入院時のコミュ

ニケーション支援 

 

重度の障がいにより意思疎通に支障をきたしている人が、医療機関

のスタッフと円滑なコミュニケーションがとれるよう入院時コミュニ

ケーション事業を引き続き実施していきます。 

(4)緊急時・災害時

の対応 

 緊急時や災害時に、障がいのある人に、情報が伝わり、安全に避難

などの対応ができるように取り組みを進めていきます。 

①緊急時の情報アクセス 

緊急時に携帯電話のメールによる災害情報などの提供を行うひょう

ご防災ネットや、緊急通報システム（ケアライン 119）などの普及を進

めることにより、情報アクセスの困難な障がいのある人へ情報が確実

に届くよう体制を整備していきます。 

②災害時の要援護者支援 

神戸市における災害時の要援護者への支援に関する条例に基づき、

災害時に障がいのある人が迅速かつ安全に避難し，安心して避難生活

を送るための施策の推進に努めます。 
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６．権利擁護・差別解消 

【現状と意見】 

＜◇障がい者生活実態調査＞ 

◇差別や偏見を受けたことがある障がいのある人は、知的障がいと重複障がいにおいて半数

を超えています。 

◇財産管理や契約締結に関して、知的障がいのある人や発達障がいのある人で困難さを感じ

ている割合が高くなっています。 

◇成年後見制度については、制度についてよく知らない、名前は知っているが内容がよくわ

からない割合が高くなっています。 

＜○地域自立支援協議会 ◎障害者施策推進協議会での意見＞ 

○平成 28 年 4 月施行の障害者差別解消法について、具体的な対応内容が分かりづらく、明

解に示すことが求められています。 

○障害者虐待防止法施行後 3年を経過するが、事案対応や虐待認定への専門的助言を得るた

めの体制整備が進んでいない状況です。 

◎障がいのある人への虐待について、報告として挙がっていない虐待を把握することや、個

別対応をどのようにしていくのかについて検討していくことが求められています。 

◎成年後見制度の後見報酬が高く、利用について支援が求められています。 

◎成年後見人は金銭や法律に関する管理はできるが、本人に代わって意思決定ができないな

どの問題があり、その権限や担い手の見直しが求められています。 

◎障がい者差別解消に関する条例制定について、スケジュールを明示し、取り組んでいくこ

とが求められています。 

◎条例の制定については方向性を示し、積極的に取り組む必要があるが、内容の質を担保す

るため、期限を決めず、十分な検討をしていくことが求められています。 

◎虐待に関する相談件数が増加しており、その現状を把握、分析した上で、対応していくこ

とが求められています。 

◎虐待に関する相談件数の増加の背景には、養護者や施設従事者、使用者の困難さが存在す

ることが考えられ、その困難さを改善するための支援を検討する必要があります。 

 

【施策の方向性】 

平成 26 年 1 月に批准された障害者権利条約に規定する障がいのある人の人権及び基本的

自由を守るために、権利擁護の推進や差別解消の取り組みを進めていく必要があります。 

障がいを理由とする差別の解消を推進することを目的として、平成 25 年 6 月に制定され

た障害者差別解消法などに基づき、障がいを理由とする差別の解消の取り組みを進め、障が

いの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する

社会の実現をめざします。障がいのある人の権利や尊厳をおびやかす虐待を防止するととも

に、養護者への支援についても規定している障害者虐待防止法に基づき、虐待の早期発見と

対応に努めていきます。 
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(1)障がい者差別の

解消 

障害者差別解消法に基づき、障がいの有無によって分け隔てられる

ことなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現

に向け、障がいのある人に対する差別の解消を推進します。 

①相談・紛争解決の体制整備 

障がい者差別に関する相談に的確に応じ、紛争を防止・解決するた

め、仕組みづくりを進めていきます。 

②ネットワークの構築 

身近な地域で障がい者差別の解消に向けた取り組みを進めるため

の関係機関のネットワークづくりを進めます。 

③市職員の適切な対応 

市職員に向けて、差別的取扱の具体例や合理的配慮の好事例などを

示し、より適切な対応ができるよう努めます。 

④啓発 

障がいや障がいのある人に対する理解を深めるための啓発活動を

行います。 

 

障がい者差別解消に向けた取り組みとして、条例の制定を積極的に

検討し、障がいや障がいのある人に対する理解を深める市民フォーラ

ムや啓発活動などの取り組みを進めていきます。 

(2)虐待防止 

 

障害者虐待防止法に基づき、障がいのある人の権利や尊厳をおびや

かす虐待を防止するとともに、障がいのある人を養護している養護者

への支援をしていきます。 

①障がい者虐待に関する相談を受け付ける障害者虐待防止センター

を運営していきます。 

②緊急的な一時保護のための施設を確保していきます。 

③区役所や障害者地域生活支援センターにおいて、障がいのある人本

人や養護者に対する支援を行います。 

④施設従事者や使用者からの虐待についても未然防止や適切な指導

に努めます。 

⑤支援者が支援を行うにあたり、専門的な助言を受けることができる

仕組みなど、虐待防止体制の拡充を検討していきます。 

(3)福祉サービス利

用援助 

判断能力が不十分などの理由で、日常生活を営む上で支障のある障

がいのある人に、日常的金銭管理サービスなどを行う「福祉サービス

利用援助事業」をこうべ安心サポートセンターで実施します。 

(4)成年後見制度 成年後見制度の利用について、区役所や障害者地域生活支援センタ

ーにおいても、情報提供を行い、制度の利用が必要な方を「成年後見
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支援センター」につないでいくなど、利用の周知を図っていきます。 

判断能力がなく成年後見制度の利用が必要であるにもかかわらず、

親族がいないなどの理由で成年後見の申し立てができない場合は、市

長が申し立てを行うとともに、その方が生活保護受給者など資力のな

い場合は、申立費用や後見報酬を助成（要件・上限あり）します。 

神戸市成年後見支援センターでは市民後見人を養成し、その活動を

支援するとともに、成年後見に関する専門相談や申し立て支援などを

行うことにより、成年後見制度の利用を支援します。 
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７．地域福祉力の向上・人材育成 

【現状と意見】  

＜○地域自立支援協議会 ◎障害者施策推進協議会での意見＞ 

○障がいのある人に対応したボランティアが少ない状況にあります。 

○地域での見守り体制の確保のため、身体障害者福祉相談員・知的障害者相談員の充実を求

められています。 

○高齢・児童・障がいの各分野での地域福祉力の向上のため、身体障害者福祉相談員・知的

障害者相談員と民生委員・児童委員の横のつながり作りが求められています。 

◎事業所や従事者の質を高めるため、障がい種別や障がい特性にあった研修の実施などによ

り、福祉サービスの人材育成を進めていく必要があります。 

◎知的障害者相談員・身体障害者福祉相談員などのより積極的な活用を検討していくことが

求められています。 

◎地域住民や地域団体による、支援を取り入れていくことは重要であり、その質の向上のた

めには行政による支援・指導が必要です。 

◎地域住民の障がい理解を進めるためには、障がいのある人と共に活動するなどのふれあい

のなかで、互いに努力し理解していくことが重要であり、そのような機会が求められてい

ます。 

◎ふれあいのまちづくり協議会の役割が変化しつつあり、障がい者支援の取り組みを促進し

ていくことが求められています。 

◎ふれあいのまちづくり協議会について、障がいのある人の参加が求められています。 

◎地域福祉力の向上には、社会福祉協議会やコミュニティーワーカーの活用が求められてい

ます。 

 

【施策の方向性】 

障がいのある人が地域で暮らしていくためには、支えてくれる人材や仕組みが必要です。 

地域に密着したネットワークとして、各区に区自立支援協議会が設置され、また、地域に

おいては、ふれあいのまちづくり協議会や自治会、NPO、民生委員などが、見守り活動や防

災、障がい者支援の取り組みなどの活動を行っています。 

神戸市における災害時の要援護者への支援に関する条例に基づき、市の関係機関が連携し

て、地域の実情に応じた支援体制づくりを普及啓発し、取り組みを支援していきます。 

障がいのある人が地域で暮らしていけるよう、地域住民を巻き込みながら、障がいのある

人を地域で支えていく仕組みを構築していきます。 

福祉サービスを担う人材を確保し、研修の実施などにより資質の向上を図り、人材育成を

進めていきます。 

 

 

(1)地域で支える仕 ①区自立支援協議会 
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組みの構築          地域支援の体制として、各区に設置された区自立支援協議会を中心

に、区を単位とした地域に密着したネットワークを構築していきま

す。 

②区社会福祉協議会（ボランティアセンター） 

ボランティアセンターを通じて、地域で活動する市民やボランティ

アを、必要とする方に紹介していきます。 

③地域福祉のプラットホームの構築 

 区社会福祉協議会を中核として、地域福祉ネットワーカーが、地域

支え合い活動の充実や、災害時における要援護者への支援体制の整備

などの福祉課題への対応や、地域を支える多職種・多団体とのネット

ワークづくりを進めます。 

また、近隣住民がちょっとした異変に気づいたときに、ふれあいの

まちづくり協議会などに円滑につながる仕組みを構築していきます。  

福祉に関する困りごとを地域福祉センターで相談できる場づくり

や、比較的軽度な困りごとやニーズに対してお互いが助け合う仕組み

づくりに、引き続き取り組みを進めます。 

地域で支援を必要とする人を住民同士で見守り支え合う「地域支え

合い活動」を発展させていきます。 

(2)人材の発掘・養

成 

①身近な支援の担い手の発掘 

効果的な啓発活動を通じて、専門的知識はないが、日常生活のなか

で障がいのある人を支えてくれる身近な人を発掘していきます。 

②ボランティア養成と活動支援 

 ボランティア講座などを実施し、ボランティアの養成を図り活動を

支援します。 

③多様な支援の担い手 

地域活動の担い手である民生委員・児童委員・自治会・婦人会・ふ

れあいのまちづくり協議会・福祉サービス事業者やＮＰＯ法人などの

地域の社会資源を活用し、支援のあり方を検討していく必要がありま

す。 

④相談員 

地域で生活するために必要なサービスのことや、日常の悩み、仕事

のこと、経済的な問題、将来のことなど、身近な相談先として、身体

障害者福祉相談員および知的障害者相談員が相談に応じています。 

また、精神障害者相談員は、精神障がいのある人及びその家族の相

談に応じ、必要な助言を行っています。 

 相談員など人材の活用について、自立支援協議会などにおいて継続

的に検討していきます。 
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(3)地域活動の推進 ①障がいのある人を支える地域活動 

 地域において障がいのある人を支える様々な担い手によって実施

される、見守り活動や、防災活動、交流活動、要援護者支援活動など

の取り組みを推進していきます。 

②障害福祉施設の地域貢献 

 障害福祉施設（資源）が地域の中で開かれた拠点となるような仕組

みづくりを検討します。 

(4)福祉人材の育成 市民福祉大学では、社会福祉に従事する職員の資質向上を図るため

の研修を実施し、介護サービス協会では訪問介護員に対する研修を実

施しています。また、県においても福祉人材の確保・質の向上に向け

た研修を実施しており、これらの研修について、各サービス提供事業

所に情報提供を行うなどして、市内介護従事者の人材育成に引き続き

取り組んでいきます。 
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８．住まいの確保、地域移行・地域定着のための支援 

【現状と意見】 

＜◇障がい者生活実態調査＞ 

◇身体障がいのある人の施設入所者は、「今の施設で、このままずっと暮らしたい」が増加

しています。 

◇知的障がいのある人の在宅者は、「自宅で家族と暮らし、在宅サービスを利用したい」が

減少していますが、グループホームや入所施設を希望している人は増加しています。 

◇知的障がいのある人の施設入所者は、「今の施設を出て、グループホームで暮らしたい」

が増加し、「今の施設で、このままずっと暮らしたい」「今の自宅に戻って、家族と一緒

に暮らしたい」が減少しています。 

◇重複障がいのある人の施設入所者は、「自宅に戻って、家族と一緒に暮らしたい」が減少

しています。 

＜○地域自立支援協議会 ◎障害者施策推進協議会での意見＞ 

○グループホームの数が少なく、特に市街地に少ない状況となっています。 

○グループホームを新しく立ち上げる時に費用がかさむため助成制度の充実が求められて

います。 

◎グループホームの運営は人材の確保が困難であり、現在の報酬では人員の増加や夜間・土

日の配置は費用面からも困難です。 

◎重度の障がいのある人も地域で安全に安心して暮らすことが出来るよう、グループホーム

などの整備が必要です。 

◎市営住宅を活用したグループホームの整備については、住宅部局など関連部局と連携して

取り組んでいく必要がある。 

○連帯保証人がいない場合の住居の契約が困難となっています。 

○施設入所待機のために、短期入所のロングショートでの利用が増え、緊急時の短期入所の

空きが確保できない状況となっています。 

○地域生活支援拠点の整備にあたり、緊急時の短期入所の確保や 24 時間の見守り体制を含

めた検討が求められています。 

○地域生活支援拠点の整備について検討していくためにも、真に入所が必要な人の状況を把

握する必要があります。 

◎地域生活支援拠点の整備においては、建物の確保が求められています。 

◎地域生活支援拠点については、建物の確保よりも、その機能が重要になります。 

◎様々な状況や立場の障がいのある人に対応した支援が提供できる体制についての検討が

求められています。 

○入所施設や精神科病院からの退所・退院が可能な場合でも、地域移行が進まない状況です。 

○地域移行や地域定着を担う指定一般相談支援事業所が少なく、事業所の増設に対する働き

かけが必要です。 

◎学校や事業所において、障がいのある人が自立して生活していくために必要な能力を身に

つけることができるよう、職員の質の向上を図っていくための支援が求められています。 
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【施策の方向性】 

障がいのある人が住み慣れた地域で暮らせるよう、グループホームの整備や、民間賃貸住

宅への入居支援など、多様な住まいの確保を推進します。 

障がいのある人が地域で住み続け、親なき後も自宅で暮らし続けられるよう、相談体制の

整備や緊急時の対応、障害福祉サービスをはじめ様々な社会資源を活用するためのコーディ

ネーター配置など、地域でともに支える仕組みづくりを検討していきます。 

 また、地域移行を希望する施設入所・入院中の障がいのある人への地域移行支援とともに、

家族と住む住居やグループホームから地域へ移行した場合でも、安心して地域で生活できる

よう地域定着支援を行うための環境を整備していきます。 

障がいのある人の高齢化への対応として、障がいのある人のための住居や介護保険施設で

暮らせる仕組みづくり、高齢化に対応した施設のバリアフリー化への支援を行います。 

(1)グループホーム

などの整備 

 

現在地域で暮らしている障がいがある人が「親なき後」も引き続き

地域で安心して生活でき、また、入所施設や精神科病院から地域生活

に移行して自立した生活を営むためには、住まいの確保が必要です。 

住まいとなるグループホームについては、改修などにかかる経費を

助成したり、市営住宅の空き住戸を利用したりして、整備をすすめて

います。今後も、民間住宅の空き家を利用する方法を検討するなど、

関連部局と連携して積極的に取り組みます。 

また、重度の障がいがある人を含め、障がいの程度に関わらず利用

できるよう、グループホームの整備を進めていきます。 

(2)市営住宅での取 

り組み 

入居者募集に当たっては、引き続き障がい者世帯向住宅の設定や申

し込み時の優遇措置により、入居機会の優遇を図っていきます。 

また、市営住宅の空き住戸を活用したグループホームの整備を行っ

ていきます。 

(3)民間賃貸住宅へ

の入居支援 

 

「連帯保証」「残存家具の片付け」「安否確認」などのサービスを

提供することで、貸主、借主双方の不安解消をはかり、住宅確保要配

慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居を支援する「こうべ賃貸住宅あん

しん入居制度」を神戸市すまいとまちの安心支援センター（すまいる

ネット）で実施しており、制度の周知を図っていきます。 

(4)地域生活チャレ

ンジ事業の推進 

 

 障がいのある人の地域移行の推進及び地域生活の継続支援のため、

地域住民に対する啓発や体験の場の提供など、地域の障がい者支援の

基盤整備などを行います。 

① 地域支援機能強化事業 

市内 5か所の障害者地域生活支援センターに配置した地域支援機

能強化専門員を中心に、地域移行に関する関係機関及び障がいのある

人の地域生活を支援する支援者のネットワークの構築や地域住民に

対する普及・啓発などを行います。 
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② 体験型グループホーム事業 

施設入所中や長期入院中、または在宅で生活する障がいのある人

で、将来に備えて訓練が必要な方に対して、グループホームの居室を

確保し、体験利用を行います。 

(5)地域相談支援 

 

①地域移行支援  

障害者支援施設や精神科病院に入所または入院している障がいの

ある人で、地域生活への移行のための支援が必要と認められる人につ

き、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関

する相談その他の必要な支援を行うため、地域移行支援を行う一般相

談支援事業所の確保に努めます。 

 ②地域定着支援 

居宅において単身などで生活する障がいのある人につき、常時の連

絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事態などに相

談、その他必要な支援を行い、安定した地域生活を営めるよう支援す

るため、地域定着支援を行う一般相談支援事業所の確保に努めます。 

(6)精神障がい者の

地域移行の推進 

 

市内の精神科病院に入院している市民のうち退院可能な方を対象

に、地域移行支援などの個別支援、精神科病院に配置されている退院

後生活環境相談員との連携などを通して地域移行を推進するととも

に、ピアサポーターによる体験発表などにより、入院患者や市民に対

する地域移行の啓発を行います。 

(7)矯正施設などを

退所した障がい

者への対応 

矯正施設などを退所した障がいのある人が、退所後に福祉の手が届

かないまま生活に行き詰まり、再犯を重ねることがないように、社会

に復帰し地域生活が定着するよう、関係機関と連携しながら退所後の

生活支援などに努めます。 

(8)施設入所支援  地域移行・地域定着を進める中で、常時介護が必要な重度障がいの

ある人など、地域での生活が困難な方の住まいの場としての役割を果

しています。 

 さらに、専門性を持つ地域の資源として、障がいのある人の地域生

活を支える役割が期待されます。 

(9)地域生活を支え

るサービス基盤

の確立 

①障がいのある人が、地域で暮らすときに生じる様々な課題を共に考

え、解決の手助けや情報提供をする身近な相談窓口として、市内

14 箇所に設置した障害者地域生活支援センターでの相談・支援を

充実していきます。 

②障がいのある人などの居場所である障害者地域活動支援センター

において、創作的活動や生産活動の機会の提供や地域との交流の促
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進など、様々な活動の場・機会を提供します。 

③重度障がいのある人などの在宅生活を支えるため、今後も引き続

き、訪問系サービスの適切な支給決定及び運用に努めます。 

④緊急時や介護者の介護疲れ防止（レスパイト）のための短期入所の

充実に努めます。 

⑤医療的サービスなどの充実 

 精神科救急医療体制を継続し精神障がいのある人の緊急時医療体

制の充実を図っていきます。 

 また往診や訪問医療、精神科訪問看護の充実、医療機関と障害福祉

サービス事業所との連携強化を図っていきます。 

⑥外出の機会を増やし、地域における自立生活及び社会参加を促しま

す。 

(10)地域生活支援

拠点の整備 

障がいのある人の高齢化・重度化や親なき後を見据え、障がいのあ

る人の地域生活を支える機能（相談、体験の機会・場、緊急時の受け

入れ・対応、専門性、地域の体制づくり）を集約し、コーディネータ

ーによる振り分けなどを行う、通過型の地域生活支援拠点の整備をめ

ざします。 

整備にあたっては、核となる機能・施設を確保し、モデルとなる拠

点とするなかで、神戸市自立支援協議会などでの検証をふまえ、必要

な機能や必要数など、そのあり方について検討を行っていきます。 

 

28




